
こども未来戦略について（令和５年１２月２２日閣議決定）

1.若い世代の所得を増やす
2.社会全体の構造・意識を変える
3.全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する

1.若い世代が結婚・子育ての将来展望を描けない
2.子育てしづらい社会環境や子育てと両立しにくい職場環境がある
3.子育ての経済的・精神的負担感や子育て世帯の不公平感が存在する

２０２２年に生まれたこどもの数は、約７７万人（ピーク時１／３以下）
少子化は人口減少を加速化させ、このままでは、日本の経済・社会システムの維持が困難
２０３０年までがラストチャンス
特に「若者・子育て世代の所得向上」に取り組む
次元の異なる少子化対策の推進により、若い世代が希望どおり結婚し、希望する誰もがこど

もを持ち、安心して子育てができる社会、こどもたちがいかなる環境、家庭状況にあっても分
け隔てなく大切にされ、育まれ、笑顔で暮らせる社会の実現

①こども・子育て政策の基本的考え方

②課題

③基本理念

今後３年間の重点的な取組「加速化プラン」

④国の取組み
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